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報告第５号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和６年４月１９日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第８号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、物損

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和６年４月８日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和６年２月２２日（木）午前３時頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事故の概要   

５ 損害賠償額 ３５，７５０円 
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承認第１号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 横手市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、これを報告し、承認を求める。 

 

令和６年４月１９日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 地方自治法第１７９条第３項の規定により、報告し承認を求める。 
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専決第４号 

専 決 処 分 書 

 

 横手市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めることについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、専決処分する。 

 

令和６年３月３１日専決 

 

横手市長 髙 橋   大  
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   横手市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 

（横手市市税賦課徴収条例の一部改正） 

第１条 横手市市税賦課徴収条例（平成１７年横手市条例第８６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正す

る。 

改正前 改正後 

（市民税の減免） （市民税の減免） 

第５１条 ［略］ 第５１条 ［略］ 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、

納期限前７日までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免

を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納

期限前７日までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を

受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出し

なければならない。ただし、市長が、当該者が同項各号のい

ずれかに該当することが明らかであり、かつ、市民税を減免

する必要があると認める場合は、この限りでない。 

 （１）～（３） ［略］  （１）～（３） ［略］ 

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事

由が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告し

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由

が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければ
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なければならない。 ならない。 

  

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第７１条 ［略］ 第７１条 ［略］ 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者

は、納期限前７日までに、次に掲げる事項を記載した申請書

にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者

は、納期限前７日までに、次に掲げる事項を記載した申請書

にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して

市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者が

所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明

らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認め

る場合は、この限りでない。 

 （１）～（５） ［略］  （１）～（５） ［略］ 

３ 第１項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、そ

の事由が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申

告しなければならない。 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その

事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなけ

ればならない。 

  

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ ［略］ 第１３９条の３ ［略］ 
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２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとす

る者は、納期限前７日までに、次に掲げる事項を記載した申

請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする

者は、納期限前７日までに、次に掲げる事項を記載した申請

書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者

が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当す

ることが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必

要があると認める場合は、この限りでない。 

 （１）～（３） ［略］  （１）～（３） ［略］ 

３ 第１項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者

は、その事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申

告しなければならない。 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、

その事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告し

なければならない。 

  

附 則 附 則 

  

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

 （令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

 第５条の２ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条
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の４第４項に規定する特例損失金額（以下この項において

「特例損失金額」という。）がある場合には、特例損失金額

（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合には、第３

項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに

限る。以下この項及び次項において「損失対象金額」とい

う。）について、令和５年において生じた法第３１４条の２

第１項第１号に規定する損失の金額として、この条例の規定

を適用することができる。この場合において、第３４条の２

の規定により控除された金額に係る当該損失対象金額は、そ

の者の令和７年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた

年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の

規定の適用については、当該損失対象金額が生じた年におい

て生じなかったものとみなす。 

 ２ 前項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除

された金額に係る損失対象金額のうちに同項の規定の適用を

受けた者と生計を一にする令第４８条の６第１項に規定する

親族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資産につい

て受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失

額」という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該
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親族の令和７年度以後の年度分で当該親族資産損失額が生じ

た年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例

の規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた年に

おいて生じなかったものとみなす。 

 ３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は

第４項の規定による申告書（その提出期限後において市民税

の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその

時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含

む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載があ

る場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむ

を得ない理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、

適用する。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除

の特例） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除

の特例） 

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場

合における第３４条の２の規定による控除については、その

者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第

１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第４条の５第３項の規定に該当する場

合における第３４条の２の規定による控除については、その

者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第

１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並
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びに法附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限

る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

びに法附則第４条の５第３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限

る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

  

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） （寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第７条の４ ［略］ 第７条の４ ［略］ 

 （令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

 第７条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５

条の８第４項及び第５項に規定するところにより控除すべき

市民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年の合計所

得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次

条及び附則第７条の７において「特別税額控除対象納税義務

者」という。）の第３４条の３、第３４条の６から第３４条

の９まで、附則第５条第２項、附則第７条第１項、附則第７

条の３の２第１項、前条及び附則第９条の２の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第２

項、第４７条の５第１項及び前条の規定の適用については、

第３４条の７第２項及び前条中「附則第５条の６第２項」と
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あるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の８第６項」

と、第４７条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第７

条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべ

き」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」

とあるのは「、附則第７条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合における前々年中」とする。 

 （令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

 第７条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市

民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額については、

第４１条の規定にかかわらず、次に定めるところによる。 

 （１） 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の市民税の額（前条第１項の規定の適用

がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の

市民税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の県民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の

規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に

係る個人の県民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林

環境税の額の合算額（以下この号において「特別税額控除
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前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。）からそ

の者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る

個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合

算額を控除した額（以下この項において「普通徴収の個人

の住民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特

別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額を４で除

して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数がある

とき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるとき

は、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下こ

の項において「分割金額」という。）に３を乗じて得た金

額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民

税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項にお

いて「第１期分金額」という。）に満たない場合には、当

該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第４０条第

１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び次条

第１項において「第１期納期」という。）においてはその

者の第１期分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれ

の納期においてはその者の分割金額とする。 
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 （２） 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住

民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額以上で

あり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額と

の合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、第１期納期においてはないものと

し、第４０条第１項に規定する第２期の納期（以下この項

及び次条第１項において「第２期納期」という。）におい

てはその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額

からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額を控除した額とし、第４０条第１項に規定する第３期の

納期（以下この項において「第３期納期」という。）及び

同条第１項に規定する第４期の納期（以下この項において

「第４期納期」という。）においてはその者の分割金額と

する。 

 （３） 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住

民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額とその

者の分割金額との合計額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合

計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各
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納期の納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはな

いものとし、第３期納期においてはその者の第１期分金額

とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額から

その者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を

控除した額とし、第４期納期においてはその者の分割金額

とする。 

 （４） 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住

民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額とその

者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額以上である

場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額

は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはな

いものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収に係

る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及

び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 

 ２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４７条第

１項の規定により普通徴収の方法によって徴収されることと

なったものを除く。）を同項の規定により普通徴収の方法に

よって徴収する場合については、前項の規定は、適用しな

い。 
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 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税に関する特例） 

 第７条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第４７条の

２第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収すべき公

的年金等に係る所得に係る個人の市民税（第３項において

「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。）の額

及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収す

べき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額について

は、次に定めるところによる。 

 （１） 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年

金所得に係る個人の市民税の額（附則第７条の５第１項の

規定の適用がないものとした場合に算出される第４７条の

２第１項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る

所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林

環境税額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）

の合算額（以下この号及び第５号において「年金所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額」という。）をいう。以

下この号及び第３項第１号において同じ。）からその者の

年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した
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額（以下この項及び第３項において「年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特

別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額（特別税

額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除

前の年金所得に係る個人の市民税の額の２分の１に相当す

る額をいう。以下この号において同じ。）を控除した額を

いう。以下この号において同じ。）を２で除して得た金額

（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当

該金額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において

「第２期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当

する金額（以下この項において「第１期分金額」とい

う。）に満たない場合には、第１期納期及び第２期納期に

普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得

に係る個人の市民税の額（以下この項において「普通徴収

対象税額」という。）並びに第４７条の３に規定する特別

徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によっ
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て徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の

額（以下この項及び第３項において「特別徴収対象税額」

という。）は、第１期納期においてはその者の第１期分金

額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、第２期納期にお

いてはその者の第２期分金額に相当する税額、当該年度の

初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間に

おいてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の

市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未

満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金

額。以下この項において「分割金額」という。）に２を乗

じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下

この項において「１０月分金額」という。）に相当する税

額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 （２） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額以
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上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の第２期

分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額

及び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はない

ものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金額と

その者の第２期分金額との合計額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額

に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日ま

での間においてはその者の分割金額に相当する税額とす

る。 

 （３） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額と

その者の第２期分金額との合計額以上であり、かつ、その

者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１

０月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期に

おける税額はないものとし、当該年度の初日の属する年の

１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の



- 19 - 

第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月

分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同

年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはそ

の者の分割金額に相当する税額とする。 

 （４） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額、

その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額

以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２

期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の

合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴

収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度

の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間

における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の

１月３１日までの間においてはその者の第１期分金額、そ

の者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の

分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、

同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の
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分割金額に相当する税額とする。 

 （５） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分金額、

その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者

の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並

びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１

月３１日までの間における税額はないものとし、同年２月

１日から３月３１日までの間においてはその者の年金所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額とす

る。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定

の適用については、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収

税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３

月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係

る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあ

るのは、「附則第７条の７第１項各号に規定する特別徴収の

方法によって徴収すべき額」とする。 

 ３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別



- 21 - 

徴収の個人の市民税の額（第１項の規定の適用があるものを

除く。）については、次に定めるところによる。 

 （１） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の特別税額控除前

の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年

金所得に係る個人の市民税の額から第４７条の５第１項に

規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をい

う。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額

（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金

額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残

額に相当する金額（以下この項において「１０月分金額」

という。）に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当

該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間においてはその者の１０月分金額からその者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した

残額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１
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日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額と

する。 

 （２） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の１０月分金額以

上であり、かつ、その者の１０月分金額とその者の分割金

額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、

当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日

までの間における税額はないものとし、同年１２月１日か

ら翌年の１月３１日までの間においてはその者の１０月分

金額とその者の分割金額との合計額からその者の年金所得

に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額

に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 （３） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額がその者の１０月分金額と

その者の分割金額との合計額以上である場合には、特別徴

収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら翌年の１月３１日までの間における税額はないものと

し、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその
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者の第４７条の５第２項の規定により読み替えられた第４

７条の２第１項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に

相当する税額とする。 

 ４ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定

の適用については、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収

税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３

月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係

る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあ

るのは、「附則第７条の７第３項各号に規定する特別徴収の

方法によって徴収すべき額」とする。 

 ５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４７条の６第１項の

規定の適用がある場合については、前各項の規定は、適用し

ない。 

 （令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

 第７条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５

条の１２第３項及び第４項に規定するところにより控除すべ

き市民税に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条第３項

に規定する特別税額控除対象納税義務者の第３４条の３、第

３４条の６から第３４条の９まで、附則第５条第２項、附則
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第７条第１項、附則第７条の３の２第１項、附則第７条の４

及び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から

控除する。 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

６条第５項に規定する場合において、第３６条の２第１項の

規定による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２

５条第２項第２号に規定する事業所得の明細に関する事項の

記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税

の所得割の額は、第３３条から第３４条の３まで、第３４条

の６から第３４条の８まで、附則第７条第１項、附則第７条

の３第１項、附則第７条の３の２第１項及び前条の規定にか

かわらず、法附則第６条第５項各号に掲げる金額の合計額と

することができる。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

６条第５項に規定する場合において、第３６条の２第１項の

規定による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２

５条第２項第２号に規定する事業所得の明細に関する事項の

記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税

の所得割の額は、第３３条から第３４条の３まで、第３４条

の６から第３４条の８まで、附則第７条第１項、附則第７条

の３第１項、附則第７条の３の２第１項及び附則第７条の４

の規定にかかわらず、法附則第６条第５項各号に掲げる金額

の合計額とすることができる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の９第１項

の規定の適用については、同項中「前３条」とあるのは、

「前３条並びに附則第８条第２項」とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の９第１

項、附則第７条の５第１項及び前条の規定の適用について

は、第３４条の９第１項中「前３条」とあるのは「前３条並

びに附則第８条第２項」と、附則第７条の５第１項中「前
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条」とあるのは「前条、附則第８条第２項」と、前条中「附

則第７条の４」とあるのは「附則第７条の４、次条第２項」

とする。 

  

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ ［略］ 第１０条の２ ［略］ 

２～１３ ［略］ ２～１３ ［略］ 

 １４ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、７分の６とす

る。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と

する。 

１５ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と

する。 

１５ 法附則第１５条第２５項第２号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と

する。 

１６ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と

する。 

１６ 法附則第１５条第２５項第２号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 
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１７ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

１８ 法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

１８ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

１９ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

１９ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

２０ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

２０ ［略］ ２１ ［略］ 

２１ 法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、２分の１とする。 

 

２２ 法附則第１５条第３３項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３７項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

 ２４ 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、２分の１とする。 

２４ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定め ２５ 法附則第１５条第４１項に規定する市町村の条例で定め
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る割合は、３分の１とする。 る割合は、３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４３項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、４分の３とする。 

２６ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、４分の３とする。 

２６ ［略］ ２７ ［略］ 

２７ ［略］ ２８ ［略］ 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受

けようとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受

けようとする者がすべき申告） 

第１０条の３ ［略］ 第１０条の３ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 ３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期

優良住宅のうち区分所有に係る住宅については、前項の申告

書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項

に規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定

する期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提

出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条

の７第１項又は第２項に規定する要件に該当すると認められ

るときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項

の規定を適用することができる。 
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３ ［略］ ４ ［略］ 

４ ［略］ ５ ［略］ 

５ ［略］ ６ ［略］ 

６ ［略］ ７ ［略］ 

７ ［略］ ８ ［略］ 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同

条第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規

定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住

安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

９ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同

条第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規

定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住

安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１）～（７） ［略］ （１）～（７） ［略］ 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同

条第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの

規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱

損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

１０ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は

同条第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これら

の規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する

熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１）～（６） ［略］  （１）～（６） ［略］ 
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１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準

適合住宅について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１０項各号に規定する書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

１１ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準

適合住宅について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。 

 （１）～（６） ［略］  （１）～（６） ［略］ 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防

止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修

等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようと

する者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

１２ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防

止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修

等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようと

する者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

 （１）～（６） ［略］  （１）～（６） ［略］ 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンショ

ンに係る区分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定

する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

１３ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンショ

ンに係る区分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定

する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記
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載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

載した申告書に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１）～（５） ［略］  （１）～（５） ［略］ 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい

て同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１７項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改

修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又

は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第１９項に規定する基準を満た

すことを証する書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい

て同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改

修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又

は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第１９項に規定する基準を満た

すことを証する書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

（５） 施行規則附則第７条第１７項に規定する補助の算定

の基礎となった当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要

した費用 

（５） 施行規則附則第７条第１８項に規定する補助の算定

の基礎となった当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要

した費用 

（６） ［略］ （６） ［略］ 

１４ ［略］ １５ ［略］ 
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（土地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各

年度分の固定資産税の特例に関する用語の意義） 

（土地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各

年度分の固定資産税の特例に関する用語の意義） 

第１１条 ［略］ 第１１条 ［略］ 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） （令和７年度又は令和８年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類

似の利用価値を有すると認められる地域において地価が下落

し、かつ、市長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の２

第１項に規定する修正前の価格をいう。）を当該年度分の固

定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく

均衡を失すると認める場合における当該土地に対して課する

固定資産税の課税標準は、第６１条の規定にかかわらず、令

和４年度分又は令和５年度分の固定資産税に限り、当該土地

の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格

をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類

似の利用価値を有すると認められる地域において地価が下落

し、かつ、市長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の２

第１項に規定する修正前の価格をいう。）を当該年度分の固

定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく

均衡を失すると認める場合における当該土地に対して課する

固定資産税の課税標準は、第６１条の規定にかかわらず、令

和７年度分又は令和８年度分の固定資産税に限り、当該土地

の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格

をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和４年度適用土地

又は令和４年度類似適用土地であって、令和５年度分の固定

資産税について前項の規定の適用を受けないこととなるもの

に対して課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第６１

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和７年度適用土地

又は令和７年度類似適用土地であって、令和８年度分の固定

資産税について前項の規定の適用を受けないこととなるもの

に対して課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第６１
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条の規定にかかわらず、修正された価格（法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格をいう。）で土地課税台

帳等に登録されたものとする。 

条の規定にかかわらず、修正された価格（法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格をいう。）で土地課税台

帳等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの

各年度分の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する令和６年度から令和８年度までの

各年度分の固定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る

前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同条

に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税に

あっては、１００分の２．５）を乗じて得た額を加算した額

（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資

産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

第１２条 宅地等に係る令和６年度から令和８年度までの各年

度分の固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る

前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同条

に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「宅地
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これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」

という。）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額

とする。 

等調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及

び令和５年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和６年度から

令和８年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当

該宅地等調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の６を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかか

わらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及

び令和５年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和６年度から

令和８年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当

該宅地等調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分
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税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じて得た額

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じ

て得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．

６以上０．７以下のものに係る令和３年度から令和５年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）と

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．

６以上０．７以下のものに係る令和６年度から令和８年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）と
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する。 する。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．

７を超えるものに係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商

業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．

７を超えるものに係る令和６年度から令和８年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商

業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各

年度分の固定資産税の特例） 

（農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各

年度分の固定資産税の特例） 

第１３条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度

分の固定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資

産税額が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前

年度分の固定資産税の課税標準額（当該農地が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から

第１３条 農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年

度分の固定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定

資産税額が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る

前年度分の固定資産税の課税標準額（当該農地が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条か
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第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるときは、

当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額。

以下この条において同じ。）に、当該農地の当該年度の次の

表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げ

る負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産税に

あっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該農地

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税

額」という。）を超える場合には、当該農地調整固定資産税

額とする。 

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水

準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得

た額を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額（以下「農地調

整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該農地調

整固定資産税額とする。 

 ［略］  ［略］ 

  

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用が

ある宅地等（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうもの

とし、法第３４９条の３、第３４９条の３の２又は附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用がある宅地等を除

く。）に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の特別土地保有税については、第１３７条第１号及び第

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用が

ある宅地等（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうもの

とし、法第３４９条の３、第３４９条の３の２又は附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用がある宅地等を除

く。）に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年

度分の特別土地保有税については、第１３７条第１号及び第
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１４０条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附

則第１２条第１項から第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

１４０条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附

則第１２条第１項から第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得

のうち平成１８年１月１日から令和６年３月３１日までの間

にされたものに対して課する特別土地保有税については、第

１３７条第２号中「不動産取得税の課税標準となるべき価

格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格

（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合における課税標準となるべき価格をいう。）に２分の１

を乗じて得た額」とし、「令第５４条の３８第１項に規定す

る価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項に規定する価

格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとし

た場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得

のうち平成１８年１月１日から令和９年３月３１日までの間

にされたものに対して課する特別土地保有税については、第

１３７条第２号中「不動産取得税の課税標準となるべき価

格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格

（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合における課税標準となるべき価格をいう。）に２分の１

を乗じて得た額」とし、「令第５４条の３８第１項に規定す

る価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項に規定する価

格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとし

た場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

３～５ ［略］ ３～５ ［略］ 

  

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 
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第１６条の３ ［略］ 第１６条の３ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

６条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特

例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特

例） 

第１６条の４ ［略］ 第１６条の４ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に
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ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

６条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１７条 ［略］ 第１７条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

７条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

  

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１８条 ［略］ 第１８条 ［略］ 
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２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

８条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税

の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

９条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 
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（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特

例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特

例） 

第２０条 ［略］ 第２０条 ［略］ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

０条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

第２０条の２ ［略］ 第２０条の２ ［略］ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に
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ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

０条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ

ろによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ

ろによる。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

０条の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と

する。 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

第２０条の３ ［略］ 第２０条の３ ［略］ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 
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 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

０条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ

ろによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ

ろによる。 

 （１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

 （５） 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用に

ついては、附則第７条の５第１項及び附則第７条の８中

「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

０条の３第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と

する。 

６ ［略］ ６ ［略］ 

  

（横手市市税賦課徴収条例の一部改正） 

第２条 横手市市税賦課徴収条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正す
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る。 

改正前 改正後 

第５６条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２若しくは第

１２号の固定資産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法

人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養成所におい

て直接教育の用に供するものに限る。）について同項本文の

規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及

び第２号に、家屋については第３号及び第５号に、償却資産

については第４号及び第５号に掲げる事項を記載した申告書

を当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校

法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法人、公

益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２３年法律第

２０５号）第３１条の公的医療機関の開設者、令第４９条の

１０第１項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益

財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第

９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条におい

て同じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人

（非営利型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法人、

第５６条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２若しくは第

１２号の固定資産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法

人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養成所におい

て直接教育の用に供するものに限る。）について同項本文の

規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及

び第２号に、家屋については第３号及び第５号に、償却資産

については第４号及び第５号に掲げる事項を記載した申告書

を当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校

法（昭和２４年法律第２７０号）第１５２条第５項の法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会

福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２３年法律

第２０５号）第３１条の公的医療機関の開設者、令第４９条

の１０第１項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条

第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条にお

いて同じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法

人（非営利型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法
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独立行政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若しくは健

康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若しくは国家

公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯

科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業

療法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益

財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人若しくは公

益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第

２８５号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社

団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの

（以下この条において「学校法人等」という。）の所有に属

しないものである場合においては当該土地、家屋又は償却資

産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証明する

書面を添付して、市長に提出しなければならない。 

人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若しく

は健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若しくは

国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生

士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しく

は作業療法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しく

は公益財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人若し

くは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年

法律第２８５号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は

公益社団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的とす

るもの（以下この条において「学校法人等」という。）の所

有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は

償却資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証

明する書面を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （１）～（５） ［略］  （１）～（５） ［略］ 

  

（横手市市税賦課徴収条例の一部改正） 

第３条 横手市市税賦課徴収条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正す

る。 
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改正前 改正後 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条

の７第１項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる

寄附金若しくは金銭を支出した場合には、同項に規定すると

ころにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第

２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあって

は、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下

この項において「控除額」という。）をその者の第３４条の

３及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除する

ものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の

額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当す

る金額とする。 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条

の７第１項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる

寄附金を支出した場合には、同項に規定するところにより控

除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除

すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項におい

て「控除額」という。）をその者の第３４条の３及び前条の

規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。

この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えると

きは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とす

る。 

（１） 次に掲げる寄附金又は金銭のうち、所得税法におい

て寄附金控除が適用され、かつ、住民福祉の増進に寄与す

る活動を行っている法人であって、市内に事務所又は事業

所を有するものに対する寄附金又は金銭 

（１） 次に掲げる寄附金のうち、所得税法において寄附金

控除が適用され、かつ、住民福祉の増進に寄与する活動を

行っている法人であって、市内に事務所又は事業所を有す

るものに対する寄附金 

  ア～ク ［略］   ア～ク ［略］ 
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ケ 所得税法第７８条第３項に規定する特定公益信託の信

託財産とするために支出した金銭 

ケ 所得税法第７８条第２項第４号に規定する公益信託の

信託財産とするために支出した当該公益信託に係る信託

事務に関連する寄附金 

  コ ［略］   コ ［略］ 

 （２） ［略］  （２） ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

附 則    附 則 

  

（公益法人等に係る市民税の課税の特例）  

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段

（同条第６項から第１０項まで及び第１１項（同条第１２項

において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）

の規定によりみなして適用する場合を含む。）の規定の適用

を受けた同法第４０条第３項に規定する公益法人等（同条第

６項から第１１項までの規定により特定贈与等に係る公益法

人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項に規定する贈

与又は遺贈を行った個人とみなして、令附則第３条の２の３

で定めるところにより、これに同項に規定する財産（同法第
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４０条第６項から第１１項までの規定により特定贈与等に係

る財産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金額、

譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課

する。 

  

附 則 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

（１） 第２条の規定 令和７年４月１日 

（２） 第３条の規定及び次条の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第 号）の施行の日

の属する年の翌年の１月１日 

２ 第１条の規定による改正後の横手市市税賦課徴収条例附則第６条の規定は、令和６年２月２１日

から適用する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適用が

ある場合における前条第２号に掲げる規定による改正後の横手市市税賦課徴収条例（以下「新条

例」という。）第３４条の７第１項（同項第１号ケに係る部分に限る。）の規定の適用について

は、同項第１号ケ中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６
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年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規

定による改正前の所得税法第７８条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」

とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後

の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正

する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６

号。次項において「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発

電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３２項に規定

する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。 
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承認第２号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 横手市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、

これを報告し、承認を求める。 

 

令和６年４月１９日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 地方自治法第１７９条第３項の規定により、報告し承認を求める。 
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専決第５号 

専 決 処 分 書 

 

 横手市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

定めることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、専

決処分する。 

 

令和６年３月３１日専決 

 

横手市長 髙 橋   大  
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   横手市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例 

 

横手市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成１７年横手市条例第８８号）の

一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（課税免除の要件等） （課税免除の要件等） 

第２条 市長は、令和３年４月１日から令和６年３月３１日ま

での間に、持続的発展計画に記載された産業振興促進区域内

において、持続的発展計画において振興すべき業種として定

められた租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２

条第４項の表の第１号の中欄又は第４５条第３項の表の第１

号の中欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第１２条第４

項の表の第１号の下欄又は第４５条第３項の表の第１号の下

欄の規定の適用を受けるものであって、取得価額の合計額が

次に掲げる事業の区分に応じ当該各号に掲げる額以上のもの

（以下「特別償却設備」という。）の取得等（租税特別措置

法施行令（昭和３２年政令第４３号）第２８条の９第１０項

第２条 市長は、令和３年４月１日から令和９年３月３１日ま

での間に、持続的発展計画に記載された産業振興促進区域内

において、持続的発展計画において振興すべき業種として定

められた租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２

条第４項の表の第１号の中欄又は第４５条第３項の表の第１

号の中欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第１２条第４

項の表の第１号の下欄又は第４５条第３項の表の第１号の下

欄の規定の適用を受けるものであって、取得価額の合計額が

次に掲げる事業の区分に応じ当該各号に掲げる額以上のもの

（以下「特別償却設備」という。）の取得等（租税特別措置

法施行令（昭和３２年政令第４３号）第２８条の９第１０項
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第１号に規定する資本金の額等（以下「資本金の額等」とい

う。）が５，０００万円を超える法人が行うものにあって

は、新設又は増設に限る。）をした者について、当該特別償

却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である

土地（令和３年４月１日以後において取得したものに限り、

かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があっ

た場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産

税について課税免除をすることができる。 

第１号に規定する資本金の額等（以下「資本金の額等」とい

う。）が５，０００万円を超える法人が行うものにあって

は、新設又は増設に限る。）をした者について、当該特別償

却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である

土地（令和３年４月１日以後において取得したものに限り、

かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があっ

た場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産

税について課税免除をすることができる。 

（１）・（２） [略] （１）・（２） [略] 

２ [略] ２ [略] 

  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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承認第３号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 横手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、これを報告し、承認を求める。 

 

令和６年４月１９日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 地方自治法第１７９条第３項の規定により、報告し承認を求める。 
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専決第６号 

専 決 処 分 書 

 

 横手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めることについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、専決処分する。 

 

令和６年３月３１日専決 

 

横手市長 髙 橋   大  
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横手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

  

 横手市国民健康保険税条例（平成１７年横手市条例第１７１号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（課税額） （課税額） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額、被保険者均等割額及び世帯別

平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が２２万円を

超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、２２

万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額、被保険者均等割額及び世帯別

平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が２４万円を

超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、２４

万円とする。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

  

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 
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第２５条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項

本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６５万円を超える場合には、６５万

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及

びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が２

２万円を超える場合には、２２万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た

額（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。 

第２５条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項

本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６５万円を超える場合には、６５万

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及

びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が２

４万円を超える場合には、２４万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た

額（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。 

 （１） ［略］  （１） ［略］ 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者１人につき２９万円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者１人につき２９万５，０００円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当
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く。） する者を除く。） 

  ア～カ ［略］   ア～カ ［略］ 

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者１人につき５３万５，０００円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者１人につき５４万５，０００円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

  ア～カ ［略］   ア～カ ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の横手市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の国民健
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康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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承認第４号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 令和５年度横手市一般会計補正予算（第１６号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、これを報告し、承認を求める。 

 

令和６年４月１９日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

地方自治法第１７９条第３項の規定により、報告し承認を求める。 
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専決第７号 

   専  決  処  分  書 

 

  令和５年度横手市一般会計補正予算（第１６号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分する。 

 

令和６年３月２９日専決 

 

 

横手市長 髙 橋   大 

 

 



　令和５年度横手市の一般会計補正予算（第１６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６,８００千円を減額し、歳入歳出予算の総額を

　歳入歳出それぞれ６２,４８８,２００千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条　地方債の変更・廃止は「第２表　地方債補正」による。

令和６年３月２９日専決

横手市長 髙 橋 大

令和５年度横手市一般会計補正予算（第１６号）

一般会計 - 1 -



一般

１

1 地方揮発油譲与税

表

140,000 △1,

　

132 138,868

歳

2 自動

入

車重量譲与税 400,

歳

000 18,651 4

出

18,651

予

3 森林環境譲与

算

税 52,000 △24

補

0 51,760

会

正

3 利子割交付金 3,000 △897 2,103

1 利子割交付金 3,000 △897 2,103

4 配当割交付金 20,000 3,131 23,131

1 配当割交付金 20

計

歳

,000 3,131 2

　

3,131

入

5 株式等譲渡所得

(

割交付金 25,000

単

6,035 31,03

位

5

1 株

：

式等譲渡所得割交付金

千

25,000 6,03

円

5 31,035

)

6 法人事業税

-

款

交付金 120,000

項

35,500 155,

補

500

　

1 法人事業税交付金 1

正

20,000 35,5

　

00 155,500

前

7 地方消

　

費税交付金 2,322

の

,000 △82,19

　

7 2,239,803

 

額

1 地方

補

消費税交付金 2,32

　

2,000 △82,1

　

97 2,239,80

 

3

8 ゴ

正

ルフ場利用税交付金 6

　

,000 361 6,3

　

61

1

 

ゴルフ場利用税交付金

額

6,000 361 6,

2

計

361

9 環境性能割交付金 30,000 11,714 41,714

1 環境性能割交付金 30,000 8,831 38,831

2 旧自

2

動車取得税交付金 0 2

地

,883 2,883

 

方譲与税 592,00

-

0 17,279 609

第

,279



一般

4,058 64,058

2 新型コロナウイルス感染症対 1 3,120 3,121

策地方税減収補塡特別交付金

11 地方交付税 19,8

(

01,683 1,26

単

4,599 21,06

会

位

6,282

：

1 地方交付税 19

千

,801,683 1,

円

264,599 21,

)

066,282

款

12 交通安全

項

対策特別交付金 12,

補

000 △4,793 7

　

,207

正

1 交通安全対策特別

計

　

交付金 12,000 △

前

4,793 7,207

　

15 国

の

庫支出金 10,038

　

,281 932 10,

額

039,213

補

2 国庫補助金

　

5,405,470 9

　

32 5,406,40

 

2

18

-

正

寄附金 524,516

　

7,700 532,2

　

16

1

 

寄附金 524,516

額

7,700 532,2

計

16

19 繰入金 4,340,706 △1,194,542 3,146,164

2

 

基金繰入金 4,267,152 △1,194,542 3,072,

1

610

0

22 市債 6,115,

地

868 △78,800

方

6,037,068

特

1 市債 6

例

,115,868 △7

交

8,800 6,037

3

付

,068

金

歳　　　　　　入　

6

　　　　　合　　　　

0

　　計 62,495,

,

000 △6,800 6

0

2,488,200

01 7,

 

178 67,179

-

1 地方特例交付金 60,000



一般

,843,292 △1,500 5,841,792

8 土木費 9,314,998 △5,300 9,309,698

2 道路橋りょう費 4,432,3

歳

61 △5,300 4,

　

427,061

会

出

歳　　　　　

(

　出　　　　　　合　

単

　　　　　計 62,4

位

95,000 △6,8

：

00 62,488,2

千

00

円)

款 項

計

補　正　前　の　額 補

-

　　 正　　 額 計

 

3 民生費

4

16,670,126

 

△1,500 16,6

-

68,626

2 児童福祉費 5



第２表　地方債補正

変　更 （単位：千円）

旧十文字第二小学校改修事
業

8,200

償還の方法
起債の目的

補正前 補正後

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　　率

特定空家等対策事業 71,600 69,800

217,200 216,900

大型公共施設整備事業 1,234,600 1,227,700

西部斎場整備事業 565,700 564,800

浄化槽整備助成事業 8,500

県営かんがい排水事業 45,700 45,600

農地集積加速化基盤整備事
業

162,700 162,500

県営保全合理化事業 4,500 4,400

県営ため池等整備事業 45,100 45,000

社会資本整備総合交付金等
事業（道路）

251,000 250,500

くらしのインフラ整備事業 348,600 326,900

　政府資金の場
合は、借入先の
融資条件によ
る。銀行その他
の場合には、そ
の債権者と協定
するところによ
る。ただし、財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは繰
上償還又は低利
に借換えするこ
とができる。

証書借入
又は

証券発行

   5.0％以内

　ただし、利率
見直し方式を選
択した地方債に
ついては、見直
し後の利率が当
初定めていた利
率を上回る場合
は、当該見直し
を行った利率で
借入することが
できる。

　政府資金の場
合は、借入先の
融資条件によ
る。銀行その他
の場合には、そ
の債権者と協定
するところによ
る。ただし、財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは繰
上償還又は低利
に借換えするこ
とができる。

証書借入
又は

証券発行

　 5.0％以内

　ただし、利率
見直し方式を選
択した地方債に
ついては、見直
し後の利率が当
初定めていた利
率を上回る場合
は、当該見直し
を行った利率で
借入することが
できる。

道路メンテナンス補助事業
（橋りょう維持）

45,200 47,000

一般会計 - 5 -



一般会計 - 6 -

変　更 （単位：千円）

河川改修事業　

都市公園長寿命化対策事業　

証書借入
又は

証券発行

   5.0％以内

　ただし、利率
見直し方式を選
択した地方債に
ついては、見直
し後の利率が当
初定めていた利
率を上回る場合
は、当該見直し
を行った利率で
借入することが
できる。

　政府資金の場
合は、借入先の
融資条件によ
る。銀行その他
の場合には、そ
の債権者と協定
するところによ
る。ただし、財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは繰
上償還又は低利
に借換えするこ
とができる。

7,500 6,500

急傾斜地崩壊対策事業 6,000 5,700

証書借入
又は

証券発行

   5.0％以内

　ただし、利率
見直し方式を選
択した地方債に
ついては、見直
し後の利率が当
初定めていた利
率を上回る場合
は、当該見直し
を行った利率で
借入することが
できる。

　政府資金の場
合は、借入先の
融資条件によ
る。銀行その他
の場合には、そ
の債権者と協定
するところによ
る。ただし、財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは繰
上償還又は低利
に借換えするこ
とができる。

横手駅東口新公益施設取得
事業

985,100 976,700

常備消防施設等整備事業 30,600 28,400

15,000 15,400

都市再生整備事業 119,200 107,800

小学校長寿命化対策事業 348,800 344,700

高機能消防指令センター更
新事業

18,800 17,900

消防施設整備事業 93,600 84,600

天下森スキー場整備事業 186,900 185,000

小中学校空調設備整備事業 34,600 36,900

公共土木施設災害復旧事業 2,900 2,200

道路災害復旧事業 15,200 16,000

除雪機械購入事業 44,600 34,800

補正前 補正後

起債の方法 利　　率 償還の方法起債の方法 利　　率 償還の方法限度額 限度額
起債の目的



廃　止 （単位：千円）

起債の目的 限度額 備　　　　考

ひとり親家庭等住宅整備事業 1,500 借入申込実績がなかったことによる。

一般会計 - 7 -



一般会計 - 8 -



　一般会計 - 9 -

一般会計補正予算に関する説明書



一般

歳

3 利子割

入

交付金 3,000 △8

歳

97 2,103

出

4 配当割交付金

補

20,000 3,13

正

1 23,131

予

5 株式等譲渡所

算

得割交付金 25,00

事

0 6,035 31,0

項

35

6 法

会

別

人事業税交付金 120

明

,000 35,500

細

155,500

書

7 地方消費税交

１

付金 2,322,00

．

0 △82,197 2,

総

239,803

括

8 ゴルフ場利用税交付金 6,000 361 6,361

計

9 環境性能割交付金 30,000 11,714 41,714

10 地方特例交付金 60,00

歳

1 7,178 67,1

　

79

11

入

地方交付税 19,80

(

1,683 1,264

単

,599 21,066

-

位

,282

：

12 交通安全対策特別

千

交付金 12,000 △

円

4,793 7,207

)

15 国庫

款

支出金 10,038,

補

281 932 10,0

　

39,213

 

18 寄附金 524

正

,516 7,700 5

 

　

32,216

 

19 繰入金 4,3

前

40,706 △1,1

　

94,542 3,14

 

6,164

の

22 市債 6,115

　

,868 △78,80

 

0 6,037,068

額

計 6

補

2,495,000 △

1

　

6,800 62,48

　

8,200

　正　　　額 計

0

2 地方譲与税

 

592,000 17,

-

279 609,279



一般

財 源
国庫支出金 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

2総務費 8,029,912 0 8,029,912 △1 △7,200 7,201

3 民生費 16,670,126 △1,5

会

00 16,668,626 △3,300 500 1,300

4 衛生費 6,497,249 0 6,497,249

歳

△1,200 1,20

　

0

出

6農林水産業費 3

(

,552,208 0 3

計

単

,552,208 △3

位

2,549 △500 3

：

3,049

千

7 商工費

円

2,512,022 0

)

2,512,022 3

補

6,497 100 △3

　

6,597

　

8 土木費

　

9,314,998 △

-

正

5,300 9,309

　

,698 △2,859

　

△51,600 2,0

　

00 47,159

額

9

　

消防費 1,889,0

　

13 0 1,889,0

　

13 △12,100 1

の

2,100

　

10 教育

 

　

費 4,379,832

　

0 4,379,832

財

△156 △3,700

　

1,500 2,356

　　

11 災害復旧費 47

源

,980 0 47,98

　

0 800 △800

　　

計 62,495,0

1

内

00 △6,800 62

　

,488,200 93

　

2 △78,800 4,

　

100 66,968

訳

款 補正前の

1

額 補　正　額 計 特　　

 

　　　定　　　　　財

-

　　　　　源
一 般 



一般

２

 1 地方揮発油

．

譲与税 140,000

歳

△1,132 138,

入

868  1 地方揮発油

（

譲 △1,132 地方揮

単

発油譲与税

位

与税

 

計 140,

：

000 △1,132 1

 

38,868

会

千

  

円

2 款 地方譲与税

 

）

 2 項 自動車重量譲与税

節

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　明
区　　分 金　　額

18,651 1 自動車重量譲与税 400,000 18,651 4

計

18,651  1 自動車重量譲 18,651 自動車重量譲与税

与税

計 4

 

00,000 18,6

 

51 418,651

2 

  2 款 地方譲

款

与税

  3 項 森林

-

 

環境譲与税

節

目 補正前

地

の額 補　正　額 計 説　

方

　　　　　明
区　　分

譲

金　　額

△240

与

 1 森林

税

環境譲与税 52,00

 

0 △240 51,76

 

0  1 森林環境譲与 △

1

240 森林環境譲与税

 

税

 

項

計

 

52,000 △240

地

51,760

方揮発油譲与税

1

節

目 補正前の額 補　正

2

　額 計 説　　　　　　

 

明
区　　分 金　　額

△

-

1,132



（単

般

割交付金 3,000 △

会

897 2,103  1

計

利子割交付金 △897

-

利子割交付金

 

計 3,0

1

00 △897 2,10

3

3

 

  4 款 配

-

当割交付金

  1 項 配当割交付金

節

目 補

位

正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　明
区　　分 金　　額

3,131 1 配当割交付金 20,000 3,131 23,131  1 配当割交付金 3,131 配当割交付金

計 20,000

 

3,131 23,13

 

1

 

  5 款 株

3

式等譲渡所得割交付金

 

  1 項 株式等譲

款

渡所得割交付金

節

目 補

 

正前の額 補　正　額 計

利

説　　　　　　明
区　

子

　分 金　　額

6,03

割

5 

：

交

1 株式等譲渡所得割交

付

25,000 6,03

金

5 31,035  1 株

 

式等譲渡所 6,035

 

株式等譲渡所得割交付

1

金

付

 

金 得割交付金

項

計 25,

 

000 6,035 31

利

,035

 子割交付金

節

目 補正前

千

の額 補　正　額 計 説　

円

　　　　　明
区　　分

）

金　　額

△897

一

 1 利子



一般

（

 1 法人事業税交

単

付金 120,000 3

位

5,500 155,5

 

00  1 法人事業税交

：

35,500 法人事業

 

税交付金

千

付金

円

計 120,0

）

00 35,500 155,500

会

  7 款 地方消費税交付金

  1 項 地方消費税交付金

節

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　明
区　　分 金　　額

△32,111 1 地方消費税交付金 2,322,000 △8

計

2,197 2,239

 

,803  1 地方消費

 

税交 △82,197 地

6

方消費税交付金

△50

 

,086

款

付金 地方消費税交

 

付金（社会保障財源分

法

）

人

計 2,322,00

事

0 △82,197 2,

-

業

239,803

税

 

交

 8 款 ゴルフ場利

付

用税交付金

  1 項

金

 ゴルフ場利用税交付

 

金

節

目 補正前の額 補　

 

正　額 計 説　　　　　

1

　明
区　　分 金　　額

 

361

項

 1 ゴルフ場利用税

 

 

交付 6,000 361

法

6,361  1 ゴルフ

人

場利用 361 ゴルフ場

事

利用税交付金

業

金 税交付金

税

計

交

6,000 361 6,

付

361

金

節

1

目 補正前の額 補　正　

4

額 計 説　　　　　　明

 

区　　分 金　　額

35

-

,500



（単

般

 1 環境性能割交付

会

金 30,000 8,8

計

31 38,831  1

-

環境性能割交 8,83

 

1 環境性能割交付金

1

付金

5

計

 

30,000 8,83

-

1 38,831

 

位

 9 款 環境性能割交付金

  2 項 旧自動車取得税交付金

節

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　明
区　　分 金　　額

2,883 1 旧自動車取得税交付 0 2,883 2,883  1 旧自動車取

 

得 2,883 旧自動車

 

取得税交付金

 

金 税交付金

9

計

 

0 2,883 2,88

款

3

 

 10 款 地

環

方特例交付金

  1 

境

項 地方特例交付金

節

性

目 補正前の額 補　正　

：

能

額 計 説　　　　　　明

割

区　　分 金　　額

4,

交

058

付

 1 地方特例交付金

金

60,000 4,05

 

8 64,058  1 地

 

方特例交付 4,058

1

地方特例交付金

 

金

項

計 60,

  

000 4,058 64

環

,058

境性能割交付金

節

千

目 補正前の額 補　正　

円

額 計 説　　　　　　明

）

区　　分 金　　額

8,

一

831



一般

（

分 金　　額

単

 1 新型コロナ

位

ウイルス 1 3,120

 

3,121  1 新型コ

：

ロナウ 3,120 新型

 

コロナウイルス感染症

千

対策地方税減収補塡特

円

別

3,120

）

感染症対策地方税減 イルス感染症 交

会

付金

収補塡特別交付金 対策地方税減

収補塡特別交

付金

計 1 3,120 3,121

 11 款 地方交付税

  1 項 地

計

方交付税

節

目 補正前の

 

額 補　正　額 計 説　　

1

　　　　明
区　　分 金

0

　　額

1,264,5

 

99

款

 1 地方交付税 19,

 

801,683 1,2

地

64,599 21,0

方

66,282  1 地方

特

交付税 1,264,5

-

例

99 特別交付税

交

計 19

付

,801,683 1,

金

264,599 21,

 

066,282

 

 

2

12 款 交通安全対

 

策特別交付金

  1 

項

項 交通安全対策特別

 

交付金

節

目 補正前の額

 

新

補　正　額 計 説　　　

型

　　　明
区　　分 金　

コ

　額

△4,793

ロ

 1 交通

ナ

安全対策特別交 12,

ウ

000 △4,793 7

イ

,207  1 交通安全

ル

対策 △4,793 交通

ス

安全対策特別交付金

感

付金 特

1

染

別交付金

症

計 12,00

対

0 △4,793 7,2

策

07

地方税減収補

6

塡特別交付金

節

目 補正

 

前の額 補　正　額 計 説

-

　　　　　　明
区　　



（単

般

2,189,078 2

会

,325 2,191,

計

403  1 総務管理費

-

補 2,325 新型コロ

 

ナウイルス感染症対応

1

地方創生臨時交付金

2

7

,325

 

助金

△2,85

-

9 5 土木費国庫補助金 2

位

,432,361 △2,859 2,429,502  1 道路橋りょう △2,859 社会資本整備総合交付金（防災・安全）

費補助金

1,466 7 教育費国庫補助金 69,765 1,4

 

66 71,231  1

 

小中学校費補 1,46

1

6 学校施設環境改善交

5

付金

 

助金

款

計 5,405,4

 

70 932 5,406

国

,402

庫

 18 

支

款 寄附金

  1 項

：

出

 寄附金

節

目 補正前の

金

額 補　正　額 計 説　　

 

　　　　明
区　　分 金

 

　　額

3,500

2

 1 一般

 

寄附金 311 3,50

項

0 3,811  1 一般

 

寄附金 3,500 一般

国

寄附金

100

庫

 3 教育費

 補

寄附金 1,732 10

助

0 1,832  1 教育

金

費寄附金 100 教育費

節

寄附金

2,100

目

 6 地

補

方創生応援寄附金 2,

正

100 2,100 4,

前

200  1 地方創生応

の

援 2,100 地方創生

額

応援寄附金

千

補

寄附金

2,0

　

00

正

 7 土木費寄附金 26

　

3 2,000 2,26

額

3  1 土木費寄附金 2

計

,000 土木費寄附金

説　

計 524,516 7,

　

700 532,216

　

円

　　　明
区　　分 金　

）

　額

一

 1 総務費国庫補助金



一般

（

財政調整基金繰入金 2

単

,626,928 △1

位

,194,542 1,

 

432,386  1 財

：

政調整基金 △1,19

 

4,542 財政調整基

千

金繰入金

円

繰入金

）

計 4,267,152 △1,19

会

4,542 3,072,610

 22 款 市債

  1 項 市債

節

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　明
区　　分 金　　額

△300 1 総務債 1,675,700 △7,

計

200 1,668,5

 

00  1 総務管理事業

1

△7,200 過疎対策

9

事業債

△6,900

 

債 合併

款

特例債

△1,800

 

 2

繰

民生債 81,200 △

入

3,300 77,90

金

0  1 社会福祉事業 △

-

 

1,800 過疎対策事

 

業債

2

債

△1,500

 

 2 児童

項

福祉事業 △1,500

 

ひとり親家庭等住宅整

基

備事業

金

債

△1,200

繰

 3 衛

入

生債 863,300 △

 

金

1,200 862,1

節

00  1 保健衛生事業

目

△1,200 過疎対策

補

事業債

正

債

△64,500

前

 4

の

農林水産業債 289,

額

400 △500 288

補

,900  1 農業事業

　

債 △500 公共事業等

1

正

債

64,000

　

一般補助施

額

設整備等事業債

30

計

0 

説

5 土木債 2,285,

　

500 △50,900

　

2,234,600  

　

1 道路整備事業 △22

　

,200 過疎対策事業

　

債

△22,500

8

　

債 緊急自

明

然災害防止対策事業債

区

1,800

　

 2 橋りょう

　

整備 1,800 過疎対

分

策事業債

金

事業債

　　額

 

△1,194,542

-

 1



（単

般

,800 過疎対策事業

会

債

整

計

備事業債

△1,30

-

0 

 

4 河川事業債 △1,3

1

00 緊急自然災害防止

9

対策事業債

△8,4

 

00

-

 5 都市計画事業 △19,800 合併特例債

位

△11,400債 公共事業等債

400 6 都市公園事業 400 過疎対策事業債

債

△3,200 6 消防債 143,000 △12,100 130,9

 

00  1 消防事業債 △

 

12,100 過疎対策

2

事業債

△500

2

防災対策事

 

業債

△8,400

款

緊急防災

 

・減災事業債

△4,

市

100

債

 7 教育債 733,

 

600 △3,700 7

： 

29,900  1 学校

1

教育事業 △1,800

 

公共施設等適正管理推

項

進事業債

2,300

 

債 学校

市

教育施設等整備事業債

債

△1,900

節

 2 保健体

目

育事業 △1,900 辺

補

地対策事業債

 

正

債

100

前

 9 災

の

害復旧債 18,800

額

100 18,900  

補

2 公共土木施設 100

　

災害復旧事業債

正

災害復旧事

　

業

債

額 計

計 6,115,868

千

説

△78,800 6,0

　

37,068

　　　　　明
区　

円

　分 金　　額

△9,8

）

00

一

 3 雪寒建設機械 △9



一般

３

　　 財　　 源 説　

．

　　　明
一般財源 区　

歳

分 金　額
国県支出金 地

出

 方 債 そ の 他

（単

1一般管理費 2,2

位

23,023 0 2,2

 

23,023 △1 1 地

：

方創生臨時交付金事業

 

会

千

　指定管理施設物

円

価高騰対策事業

）

　　　　　　　　　　　財源振替

6財産管理費 1,099,585 0 1,099,585 △300 300 財産経営推進計画実施事

計

業

　　　　　　　　　　　財源振替

7企画費 2,480,840 0 2,480,840 △6,900 6,900 大型公共施設整備事業　財源振替

-

 

計 7,18

 

7,322 0 7,18

2

7,322 △1 △7,

 

200 7,201

款 

  3 款

総

 民生費

  1 項 

務

社会福祉費

補　 正　

費

 額　 の　 財　 

 

源　 内　 訳 節

目 補

 

 

正前の額 補　正　額 計

1

特　　 定　　 財　

 

　 源 説　　　　明
一

項

般財源 区　分 金　額
国

 

県支出金 地 方 債 そ

総

 の 他

務

3障がい

管

者福 95,429 0 9

理

5,429 10 △10

費

地方創生臨時交付金事

2

補

業

　

祉費 　障害者支

 

援施設等物価高騰対策

正　

　事業　　　　　

 

　　　財源振替

額　

10くらしの相 181

 

,193 0 181,1

の

93 △1,800 1,

0

　

800 特定空家等対策

 

事業　　財源振替

財　

談費

 

計 9,

源

585,337 0 9,

　

585,337 10 △

 

1,800 1,790

内　

 

 訳 節

目 補正前の額 補

-

　正　額 計 特　　 定



（単

般

　　 源 説　　　　明

会

一般財源 区　分 金　額

計

国県支出金 地 方 債

-

そ の 他

△1,50

 

0

2

1児童福祉総 1

1

,458,087 △1

 

,500 1,456,

-

587 △10 △1,500 10 20貸付金 △

位

1,500 ひとり親家庭支援事業

務費 地方創生臨時交付金事業

　子どもの成長応援給付金給付事

　業　　　　　　　　　財源振替

 

3児童措置費 3,081,801 0 3,081,801 500 △500 子どものための教育・保育給付費

 

　　　　

 

　　　　　　　財源振

3

替

 

計 5,8

：

款

43,292 △1,5

 

00 5,841,79

民

2 △10 △1,500

生

500 △490

費

 

  4 款 

 

衛生費

  1 項 保

2

健衛生費

補　 正　 

 

額　 の　 財　 源

項

　 内　 訳 節

目 補正

  

前の額 補　正　額 計 特

児

　　 定　　 財　　

童

 源 説　　　　明
一般

福

財源 区　分 金　額
国県

祉

支出金 地 方 債 そ 

費

の 他

補

7環境衛生

　

費 72,192 0 72

 

,192 △300 30

正

0 浄化槽設置整備事業

千

　

　　財源振替

 

1

額

1斎場施設費 649,

　

858 0 649,85

 

8 △900 900 斎場

の

施設整備事業　　　財

　

源振替

 

計 3

財

,762,825 0 3

　

,762,825 △1

円

 

,200 1,200

源　

  6 

 

款 農林水産業費

  

内

1 項 農業費

補　 

　

正　 額　 の　 財

 

　 源　 内　 訳 節

訳

目 補正前の額 補　正　

節

額 計 特　　 定　　 

目

財　　 源 説　　　　

）

補

明
一般財源 区　分 金　

正

額
国県支出金 地 方 

前

債 そ の 他

の

3農

額

業振興費 1,482,

補

283 0 1,482,

　

283 △36,497

正

36,497 地方創生

　

臨時交付金事業

額

　

一

計

農業資材等価格高騰対

特

策緊急支

　　 定　　 財



一般

（

財　　 源 説　　　　

単

明
一般財源 区　分 金　

位

額
国県支出金 地 方 

 

債 そ の 他

：

　援

 

事業　　　　　　　財

千

源振替

円

6畜産振

）

興費 104,954 0 104,954 3,9

会

48 △3,948 地方創生臨時交付金事業

　飼料等高騰対策事業　財源振替

8農地費 986,336 0 986,336 △500 500 農業生産基盤整備事業　財源振替

計

かんがい排水事業　　　財源振替

ため池整備事業　　　　財源振替

 

計

 

3,305,456 0

6

3,305,456 △

 

32,549 △500

-

款

33,049

 農

  7 款 商

林

工費

  1 項 商工

水

費

補　 正　 額　 

産

の　 財　 源　 内

業

　 訳 節

目 補正前の額

費

補　正　額 計 特　　 

 

定　　 財　　 源 説

 

　　　　明
一般財源 区

 

1

　分 金　額
国県支出金

 

地 方 債 そ の 他

項 

2商工業振興 1,

農

703,144 0 1,

業

703,144 36,

費

497 100 △36,

補

597 工業団地整備事

　

業　　　財源振替

 

2

正

費 地方創生臨時交付金

　

事業

 

　プレミアム

額

付商品券事業

　

　　

 

　　　　　　　　　財

の

源振替

　

計 2

 

,512,022 0 2

財

,512,022 36

2

　

,497 100 △36

 

,597

源　 内　 訳 節

 

目 補正前の額 補　正　

-

額 計 特　　 定　　 



（単

般

 財　　 源 説　　　

会

　明
一般財源 区　分 金

計

　額
国県支出金 地 方

-

 債 そ の 他

 

3

2

道路新設改 1,102

3

,206 △5,300

 

1,096,906 △

-

2,859 △22,200 2,000 17,

位

759 14工事請負費 △5,300 道路新設改良単独事業　財源振替

良費 社会資本整備総合交付金等事業

△5,300（道路）

4橋りょう維

 

231,100 0 231,100 1,800 △1,800 道路メンテナンス補助事業（橋り

持費 ょう維持）

 

　　　　　　財源振替

 8

5雪対策費 2,

 

269,786 0 2,

：

款

269,786 △9,

 

800 9,800 除雪

土

機械購入費　　　　財

木

源振替

費

計 4

 

,432,361 △5

 

,300 4,427,

2

061 △2,859 △

 

30,200 2,00

項

0 25,759

  道

  8 款 

路

土木費

  3 項 河

橋

川費

補　 正　 額　

り

 の　 財　 源　 

ょ

内　 訳 節

目 補正前の

う

額 補　正　額 計 特　　

費

 定　　 財　　 源

補

説　　　　明
一般財源

　

区　分 金　額
国県支出

千

 

金 地 方 債 そ の 

正

他

　

1河川総務費 8

 

,688 0 8,688

額

△300 300 急傾斜

　

地崩壊対策事業　財源

 

振替

の

2河川維持

　

費 9,818 0 9,8

 

18 △1,000 1,

円

財

000 河川改修事業　

　

　　　　財源振替

 源

計 18,506

　

0 18,506 △1,

 

300 1,300

内　

  8 款

 

 土木費

  4 項 

訳

都市計画費

補　 正　

）

節

 額　 の　 財　 

目

源　 内　 訳 節

目 補

補

正前の額 補　正　額 計

正

特　　 定　　 財　

前

　 源 説　　　　明
一

の

般財源 区　分 金　額
国

額

県支出金 地 方 債 そ

補

 の 他

　

6公園費

正

174,230 0 17

一

　

4,230 △300 3

額

00 社会資本総合整備

計

事業　財源振替

特

公

　

園管理費　　　　　　

　

財源振替

 定　　



一般

（

　　 源 説　　　　明

単

一般財源 区　分 金　額

位

国県支出金 地 方 債

 

そ の 他

：

7市街

 

地整備 2,975,0

千

68 0 2,975,0

円

68 △19,800 1

）

9,800 都市再生整備事業　　　財源振替

会

費

計 4,543,526 0 4,543,526 △20,100 20,100

  9 款 消防費

  1 項 消防費

補　 正

計

　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　 定　　 財　　 源 説　　　　明
一般財源 区　分 金　額

 

国県支出金 地 方 債

 

そ の 他

8

1常備

 

消防費 1,555,2

-

款

80 0 1,555,2

 

80 △3,100 3,

土

100 常備消防施設等

木

整備事業

費

　　　　

 

　　　　　　　財源振

 

替

4

3消防施設費

 

131,348 0 13

項

1,348 △9,00

 

 

0 9,000 消防施設

都

整備事業　　　財源振

市

替

計

計 1,8

画

89,013 0 1,8

費

89,013 △12,

補

100 12,100

　 

 10 

正

款 教育費

  1 項

2

　

 教育総務費

補　 正

 

　 額　 の　 財　

額

 源　 内　 訳 節

目

　

補正前の額 補　正　額

 

計 特　　 定　　 財

の

　　 源 説　　　　明

　

一般財源 区　分 金　額

 

国県支出金 地 方 債

財

そ の 他

　

2事務

4

 

局費 891,346 0

源

891,346 1,4

　

66 2,300 1,5

 

00 △5,266 奨学

内

金返還支援事業　　財

　

源振替

 

小中学校空

訳

調設備整備事業

節

　

目

　　　　　　　　　　

 

補

財源振替

正

計

前

1,020,544 0

の

1,020,544 1

額

,466 2,300 1

補

,500 △5,266

　正　額

-

計 特　　 定　　 財



（単

般

　 源 説　　　　明
一

会

般財源 区　分 金　額
国

計

県支出金 地 方 債 そ

-

 の 他

 

1学校管

2

理費 781,019 0

5

781,019 △4,

 

100 4,100 小学

-

校長寿命化対策事業

位

　　　　　　　　　　　財源振替

計 825,894 0 825,894 △4,100 4,100

 10 款 教育費

  5 項 保健体育費

補　 正　

 

 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　 定　　 財　　 源 説　　　　明
一般財源 区　分 金　額

国

 

県支出金 地 方 債 そ

1

 の 他

0

1スポー

 

ツ振 585,252 0

：

款

585,252 △1,

 

900 1,900 屋外

教

体育施設費　　　　財

育

源振替

費

興費

  

2学校給食費 798,

2

798 0 798,79

 

8 △1,622 1,6

項

22 学校給食事業　　

  

　　　財源振替

小学

計 1,384,0

校

50 0 1,384,0

費

50 △1,622 △1

補

,900 3,522

　 

 11 

正

款 災害復旧費

  2

　

 項 公共土木施設災

千

 

害復旧費

補　 正　 

額

額　 の　 財　 源

　

　 内　 訳 節

目 補正

 

前の額 補　正　額 計 特

の

　　 定　　 財　　

　

 源 説　　　　明
一般

 

財源 区　分 金　額
国県

財

支出金 地 方 債 そ 

　

の 他

 

1道路橋り

円

源

ょ 16,000 0 16

　

,000 800 △80

 

0 道路橋りょう災害復

内

旧事業

　

う災害復旧

 

　　　　　　　　　　

訳

　財源振替

節

費

目 補

計 29,000

）

正

0 29,000 800

前

△800

の額 補　正　額 計

一

特　　 定　　 財　



一般会計 - 26 -

(単位：千円）

１．普　通　債 6,070,200 △ 77,400 5,992,800 4,707,233 4,707,233 47,768,510 △ 77,400 47,691,110

　  (1)総　　務 1,675,700 △ 7,200 1,668,500 729,663 729,663 7,489,259 △ 7,200 7,482,059

　  (2)民　　生 79,700 △ 1,800 77,900 254,709 254,709 2,274,629 △ 1,800 2,272,829

　  (3)衛　　生 863,300 △ 1,200 862,100 613,865 613,865 6,937,896 △ 1,200 6,936,696

　  (5)農林水産 289,400 △ 500 288,900 521,499 521,499 4,921,329 △ 500 4,920,829

　  (7)土　　木 2,285,500 △ 50,900 2,234,600 1,107,257 1,107,257 11,042,218 △ 50,900 10,991,318

　  (8)消　　防 143,000 △ 12,100 130,900 269,267 269,267 2,033,625 △ 12,100 2,021,525

　  (9)教　　育 733,600 △ 3,700 729,900 1,052,026 1,052,026 12,079,665 △ 3,700 12,075,965

２．災害復旧債 18,800 100 18,900 54,742 54,742 254,586 100 254,686

　  (2)土　　木 18,100 100 18,200 47,366 47,366 238,361 100 238,461

３．そ　の　他 26,868 △ 1,500 25,368 2,029,186 2,029,186 16,346,377 △ 1,500 16,344,877

　  (1)転貸債 1,500 △ 1,500 97,916 97,916 468,251 △ 1,500 466,751

合　　計 6,115,868 △ 78,800 6,037,068 6,791,161 6,791,161 64,369,473 △ 78,800 64,290,673

補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額 補正後の額

地方債の当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　分

当該年度中増減見込額
当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

補正前の額 補正額 補正後の額
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